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1. はじめに

1.1 目的と背景

　少子高齢化により、各自治体では地域住民の地域

活動の拠点である公共施設の再編による施設の維持

管理の合理化 1) や施設数削減を目的とした類似用

途施設の統合が進められている 2)。一方で、全国の

95.6％ ( 京都市 99.8%) で耐震改修が完了している

小学校 3) は、その安全性や立地から地域活動の拠点

として注目されており、児童数の減少で生じる余裕

教室を積極的に地域活動の拠点として開放していく

ことが望まれる 4）。

　調査対象地として選定した京都府、大阪府、兵庫

県では、余裕教室の活用は学校施設としての利用が

大半であり、地域利用としての活用は京都で 1 割程

度で、大阪、神戸では 1割にも満たない 5)。しかし、

近年公共施設の再編・合理化が進められおり、この

3 都においても将来的な地域活動の存続に向けた小

学校の地域開放が必要になると考えられる。本研究

グループでは、京都市、大阪市、神戸市の公立小学

校校長を対象に、地域活動の受け入れ許容度 (以下、

許容度 ) を調査し、小学校を地域活動の拠点として

活用するための知見を得ることを目的としている。

　小学校の地域開放には、空間構成や仕様、施設や

教室の使われ方といったハード面 6)7)8) と、地域開放

に対する関係者の意識や評価、子供に与える影響と

いったソフト面 9)10) からの検討が求められる。後者

の研究については、地域利用施設等の複合化に対し

て教職員や児童の許容度を調査している研究は多数

存在するが、地域利用方法について詳細に許容度を

調査している研究は少ない。以上より、本稿では、

地域活動について「時間」「場所」「利用者」の各項

目の許容度を明らかにし、小学校の地域利用方法を

模索する試みである。

2. 研究方法

　本研究グループでは、京都市、大阪市、神戸市の

620 校の公立小学校の校長を対象に「小学校・校長

配布票数 回収票数 回収率 (%)

京都市 166 90 54.2

大阪市 290 58 20.0 

神戸市 164 43 26.2

計 620 191 30.8

表 2 調査地域の回答者数

表 1 学校長へのアンケート項目

表 3 小学校と校長の属性

表 4 地域利用室数の上限

※共存可能な場合、1)-12) は A)B)C) から
13)-22) は A)C) の各選択肢から択一

※値は有効回答数の平均値

内容 回答方法

①校長としての勤続年数 数字を記入

②校長としての勤続校数 数字を記入

③児童数 上限と下限の数字を記入

④地域利用のための余裕教室数 数字を記入

⑤地域利用室の位置 1. 校舎内に散在可
2. 同棟の複数階端部に集約
3. 同棟の 1つの階に集約
上記の 3選択肢から 1つ選択

⑥児童と地域の人の交流方法 1. 地域行事を通じてのみ
2. 授業や行事を通じてのみ
3. 校舎内での自由な交流
上記の 3選択肢から 1つ選択

⑦活動別の余裕教室の利用
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2) 勉強・研修会

3) お茶・お花等伝統系

4) 書道・絵画等制作系

5) 将棋等卓上

音
振
動
サ
ー
ク
ル
系

6) 体操等室内運動系

7) 歌・合唱系

8) 楽器演奏系

9) ダンス・民謡等踊り系
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10) 居場所・茶話会・親睦会系

11) 懇親会 (食事のみ )

12) 懇親会 (食事 +お酒 )
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14) 地域支援 NPO・会社事務室

15) 行政出張所・窓口

16) 福祉相談窓口

17) 福祉利用室

18) 地域図書室

生
活
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ー
ビ
ス
系

19) 診断所・医院

20) 郵便・宅配受付

21) 銀行 ATM

22) 日用品・食料品販売

勤続年数 勤続校数 児童数上限 児童数下限 地域利用室数

京都 4.0 1.4 428.7 340.4 2.1 

阪神 4.6 1.6 458.8 317.1 2.5 

3 都 4.3 1.5 444.4 328.2 2.3 

p 値 0.451 0.007 * 0.857 0.016 * 0.000 *

p=0.010*

地域利用室数

有効回答者数1室 2室 3室 4室 5室

京都 12(14.1) 57(67.1) 14(16.5) 1(1.2) 1(1.2) 85

阪神 10(11.0) 42(46.2) 28(30.8) 7(7.7) 4(4.4) 91

計 22(12.5) 99(56.3) 42(23.9) 8(4.5) 5(2.8) 176
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※ () 内の値は有効回答者数を分母とする回答者数の百分率 %
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の属性」「地域開放・地域交流の方法」「各活動の許

容度」について、京都市では教育委員会を通じて、

大阪市、神戸市では郵送でアンケート調査を行った。

アンケート項目を表 1に示す。

3. アンケート結果と考察

　アンケート調査を依頼した620校の内、回答のあっ

た京都市 90 校、大阪市 58 校、神戸市 43 校の計 191

校の小学校校長を分析対象とする（表 2)。なお、以

降では「京都のみ」、大阪市、神戸市をまとめた「阪

神」、3都市をまとめた「3都」で分析を行う注1)。

3.1 小学校と校長の属性

　小学校の現状と校長に関する回答結果を表 3 に示

す。校長の勤続年数は 3 都の平均が 4.3 年で、京都

が短く 4.0 年であった。勤続校数は阪神が 1.6 校、

京都が 1.4 校と若干の差があり、t 検定で有意な差

となっており (p=0.007)、京都では勤続校数や年数

が短い傾向にある。児童数については、上限値では

阪神が 458.8 人と京都よりも 30 人程多くなり、下

限値についても京都より阪神が 317.1 人と 20 人程

度少ない (p=0.016)。地域利用室は、京都が 2.1 室

で阪神が 2.5 室と有意な差となっている (p=0.000)。

3.2 地域利用室の室数と位置

　校長が開放を想定している地域利用のための余裕

教室数を表 4 に示す。京都、阪神ともに 2 室を地域

利用室として開放を想定している。また、阪神では

京都と比べ 3 室 (30.8%) と 4 室 (7.7%) が多く、地

域利用室の許容度が高いことがわかる (P=0.010)。

　開放を想定している余裕教室の位置についての回

答結果を表5に示す。地域利用室の位置については、

地域差は見られず、同じ棟の 1 つの階での地域開放

を希望している。一方で、同じ棟の複数階端部での

地域開放は京都、阪神とも 1割程度であることから、

管理のしやすさを重視していることが予想される。

3.3 校舎内での交流方法

　小学校校舎内の地域利用を想定したときの児童と

地域住民との交流方法を表 5 に示す。校舎内での交

流は「授業・学校行事を通じて」が最多となり、京

都で 58 校 (73.4%)、阪神で 53 校 (65.4%) となった。

また、「校舎内での随時自由な交流」は京都が 12 校

(15.2%) で、阪神が 21 校 (25.9%) と約 10% 高いこと

から、阪神の方が許容度が高いといえる。

4. 回答パターンによる活動の分類

4.1 回答パターンの設定

　A)、B)、C) の各項目の回答について、許容度によ

る回答パターンを表 7 に示す。A) では「休日行事な

表 6 校舎内での交流方法

p=0.234　　　

児童・地域交流

有効回答者数
地域行事を
通じて

授業・学校行事
を通じて

校舎内で
自由な交流

京都 9(11.4) 58(73.4) 12(15.2) 79

阪神 7(8.6) 53(65.4) 21(25.9) 81

計 16(10.0) 111(69.4) 33(20.6) 160

p=0.601

地域利用室数の位置

有効回答者数
校舎内に
散在可

同棟の複数階
端部に集約

同棟の 1つの
階に集約

京都 1(1.1) 12(13.6) 75(85.2) 88

阪神 3(3.1) 11(11.2) 84(85.7) 98

計 4(2.2) 23(12.4) 159(85.5) 186

表 5 地域利用室数の位置

表 7 22 活動の回答パターン

時間 普通教室と 利用者 回答
パターン

共存不可 0

休日・行事ないとき

別の棟
児童の家族 1

地域団体所属 2
利用登録者 3

学区居住者一般 4

別の階
児童の家族 5

地域団体所属 6
利用登録者 7

学区居住者一般 8

同階離れて
児童の家族 9

地域団体所属 10
利用登録者 11

学区居住者一般 12

同階混在
児童の家族 13

地域団体所属 14
利用登録者 15

学区居住者一般 16

平日・放課後

別の棟
児童の家族 17

地域団体所属 18
利用登録者 19

学区居住者一般 20

別の階
児童の家族 21

地域団体所属 22
利用登録者 23

学区居住者一般 24

同階離れて
児童の家族 25

地域団体所属 26
利用登録者 27

学区居住者一般 28

同階混在
児童の家族 29

地域団体所属 30
利用登録者 31

学区居住者一般 32

平日・昼休み

別の棟
児童の家族 33

地域団体所属 34
利用登録者 35

学区居住者一般 36

別の階
児童の家族 37

地域団体所属 38
利用登録者 39

学区居住者一般 40

同階離れて
児童の家族 41

地域団体所属 42
利用登録者 43

学区居住者一般 44

同階混在
児童の家族 45

地域団体所属 46
利用登録者 47

学区居住者一般 48

平日・授業中も

別の棟
児童の家族 49

地域団体所属 50
利用登録者 51

学区居住者一般 52

別の階
児童の家族 53

地域団体所属 54
利用登録者 55

学区居住者一般 56

同階離れて
児童の家族 57

地域団体所属 58
利用登録者 59

学区居住者一般 60

同階混在
児童の家族 61

地域団体所属 62
利用登録者 63

学区居住者一般 64

いとき」<「平日放課後」<「平日昼休み」<「平日

授業中も」の順に受け入れ許容度が高い。B) では「児

童の家族」<「地域団体所属」<「利用登録者」<「学

区居住者一般」の順で、C) では「別の棟」<「別の

階」<「同階離れて」<「同階混在」の順である。こ

れらの項目の組み合わせ 64 パターンに「共存不可」

を加えた 65 パターンの回答パターンを設定した。

※()内の値は有効回答者数を分母とする回答者数の百分率 %

※ () 内の値は有効回答者数を分母とする回答者数の百分率 %
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4.2 22 活動の分類

　4.1 で設定した回答パターンを用いて、京都、阪神、

3 都で 22 活動をクラスター分析を行い、得られたデ

ンドログラムを同距離で切断し整理したものを図 1

に示す。京都はサークル系の活動が 3 群に分かれ、

地域サービス系の活動が公共サービス系と生活サー

ビス系の2群に分かれた。一方で、阪神、3都ではサー

クル系の活動が静サークル系と音振動サークル系の

2 群に分かれ、地域サービス系の活動が 1 群となっ

た。京都では、校舎内での許容について、各活動を

詳細に区別しているが、阪神、3 都では詳細な許容

度を設けておらず京都とは異なる認識をしているこ

とが明らかとなった。

5. 重要回答パターンと各活動のパターン傾向

5.1 重要回答パターンの抽出方法

　１つの活動について A)、B)、C) の各項目に関す

る191人の回答結果をクラスター分析し、回答パター

ンのクラスター群を抽出する。次に、回答パターン

のクラスター群と A) の項目をクロス集計し、各ク

ラスターで最も回答者数の多い A) の項目をそのク

ラスターを代表する項目として抽出する。同様にB)、

C) の項目についてもクロス集計を行い、代表的な

項目を抽出する。上記の手順により、各クラスター

を代表する A)、B)、C) の項目の組合せが得られる。

22 活動について、同様の操作を行ったとき、抽出

され得る組合せは、その 1 で設定した 65 パターン

のうちのいくつかのパターンに集約されると考えら

れ、このような手順で抽出されるパターン群を重要

回答パターン (以下、パターン )と定義する (表 8)。

5.2 各活動に含まれるパターンの傾向

5.2.1 3 都における傾向

　抽出したパターンと 22 活動のクロス集計を行い、

回答者数の分布を図 1 を基に整理したものを表 9 に

示す。第 1CL の静サークル系では、A) 平日・授業中

も、B) 利用登録者、C) 別棟 ( パターン 51) と A) 平

日・授業中も、B) 利用登録者、C) 同階離れて (パター

ン 59) が各活動に含まれていることから、児童との

距離が離れていれば就学時間内であっても活動が可

能であることが予想される。第 2CL の音振動サーク

ル系では、A) 休日・行事ない時、B) 利用登録者、C)

別棟 ( パターン 3) と、A) 平日・放課後、B) 利用登

録者、C) 別棟 ( パターン 19) が含まれる活動が最も

多いことから、就学時間内での活動は許容されにく

く、休日や放課後といった授業の妨げにならない範

囲での許容が想定されている。第 3CL の懇親会（食

事 + お酒 ) では、A) 休日・行事ないとき、B) 地域

京都 阪神・3都

図 1 22 活動の分類

表 8 3 都における重要回答パターン

第 1CL
1) 集会・会議

2) 勉強・研修会

第2CL

3) お茶・お花等伝統系

4) 書道・絵画等制作系

5) 将棋等卓上

6) 体操等室内運動系

第3CL

7) 歌・合唱系

8) 楽器演奏系

9) ダンス・民謡等踊り系

第4CL

12) 懇親会 (食事 +お酒 )

10) 居場所・茶話会・親睦会系

11) 懇親会 (食事のみ )

第 5CL

13) 自治会・公的地域団体事務室

14) 地域支援 NPO・会社事務室

15) 行政出張所・窓口

16) 福祉相談窓口

17) 福祉利用室

18) 地域図書室

第6CL

19) 診断書・医院

20) 郵便・宅配受付

21) 銀行 ATM

22) 日用品・食料品販売

第1CL

1) 集会・会議

2) 勉強・研修会

3) お茶・お花等伝統系

4) 書道・絵画等制作系

5) 将棋等卓上

第2CL

6) 体操等室内運動系

7) 歌・合唱系

8) 楽器演奏系

9) ダンス・民謡等踊り系

第3CL 12) 懇親会 (食事 +お酒 )

第 4CL

10) 居場所・茶話会・親睦会系

11) 懇親会 (食事のみ )

13) 自治会・公的地域団体事務室

14) 地域支援 NPO・会社事務室

15) 行政出張所・窓口

16) 福祉相談窓口

17) 福祉利用室

18) 地域図書室

19) 診断書・医院

20) 郵便・宅配受付

21) 銀行 ATM

22) 日用品・食料品販売

時間 普通教室と 利用者 重要回答
パターン

共存不可 0

休日行事ないとき
別棟

地域団体所属 2
利用登録者 3

学区居住者一般 4
同階混在 地域団体所属 14

同階離れて /同階混在 地域団体所属 /利用登録者 10,12,15,16

平日放課後

別棟
地域団体所属 18
利用登録者 19

学区居住者一般 20

同階離れて
地域団体所属 26
学区居住者一般 28

同階混在
地域団体所属 30
利用登録者 31

平日授業中も
別棟

地域団体所属 50
利用登録者 51

学区居住者一般 52
同階離れて 利用登録者 59
同階混在 学区居住者一般 64

団体所属、C) 別棟 ( パターン 2) が含まれていた。

また、第 4CL の懇親会 ( 食事 + お酒 ) を除く懇親会

系と地域サービス系は、A) 平日・授業中も、B) 学

区居住者一般、C) 別棟 ( パターン 52) が含まれる活

動が最も多いことから、児童と離れていれば許容を

想定していることが明らかとなった。

5.2.2 京都と阪神における傾向の比較

　同様の手順で求めた京都・阪神の結果を比較する。

　静サークル系においては、京都の第 1CL では A)

平日放課後、B) 地域団体所属、C) 別棟 ( パターン

18)、第 2CL（体操等室内運動系を含む )では A) 平日・

放課後、B) 利用登録者、C) 別棟 ( パターン 19) が

多く含まれ、阪神の第 1CL では A) 平日・授業中も、B)

利用登録者、C) 別棟 (パターン 51) が含まれる活動

が最も多いことから、阪神の方が活動に対して許容

度が高いことがわかる。

　音振動サークル系では、京都の第 3CL は A) 平日・

授業中も、B) 利用登録者、C) 別棟 ( パターン 51)、

阪神の第 2CL は A) 休日・行事ない時、B) 利用登録者、

：公共サービス
：生活サービス

：静サークル
：音振動サークル
：懇親会
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C) 別棟 ( パターン 3) が含まれる活動が各々最も多

く、京都の方が活動への許容度が高いといえる。

　懇親会系と公共サービス系では、京都の第 4CL は

A) 休日・行事ない時、B) 地域団体所属、C) 別棟 (パ

ターン2)が含まれる活動が多く、第5CLではA)休日・

行事ない時、B)学区居住者一般、C)別棟(パターン4)

を含む活動が多く見られた。これに対して第 6CL の

生活サービス系では A) 平日・授業中、B) 学区居住

者一般、C) 別棟 (パターン 52) 含まれる活動が最も

多く見られたことから、京都では活動毎に普通教室

との共存の仕方が詳細に区別されていることがわか

る。阪神の第 4CL の懇親会系と地域サービス系 ( 公

共サービス系、生活サービス系 ) では A) 平日・授

業中も、B) 学区居住者一般、C) 別棟 (パターン 52)

が含まれる活動が最も多く見られた。

6. まとめ

　小学校余裕教室の地域利用については、京都、阪

神ともに管理のしやすい位置に地域利用室を配置

し、授業や学校行事を通じて児童と地域住民が交流

することを希望している。22活動については、静サー

クル系は 3 都とも許容度が高く、普通教室と距離が

離れていれば授業を行っている時間帯でも活動を許

容することを想定している。音振動サークル系の活

動では、授業の妨げとならないよう休日や放課後の

活動を許容している。今後、統廃合されていく公共

施設や公共サービスといった地域継続居住に必要と

考えられる地域サービス系の活動は、「時間」や「普

表 9 3 都の各活動に含まれるパターンとその回答者数　

グループ番号以外の数字は (人 )

A) 時間 共
存
不
可

休日行事ないとき 平日放課後 平日授業中も
C) 普通教室と 別棟 同階

混在
同階
離れ
て /
同階
混在

別棟 同階離れて 同階混在 別棟 同階
離 れ
て

同階
混在

B) 利用者 地
域
団
体
所
属

利
用
登
録
者

学
区
居
住
者
一
般

地
域
団
体
所
属

利
用
登
録
者

地
域
団
体
所

地
域
団
体
所
属

利
用
登
録
者

学
区
居
住
者
一
般

地
域
団
体
所
属

学
区
居
住
者
一
般

地
域
団
体
所
属

利
用
登
録
者

地
域
団
体
所
属

利
用
登
録
者

学
区
居
住
者
一
般

利
用
登
録
者

学
区
居
住
者
一
般

パターン番号 0 2 3 4 14 10.12.15.16 18 19 20 26 28 30 31 50 51 52 59 64 計
静サークル系 1) 集会・会議 7 82 38 32 29 188

2) 勉強・研修会 6 82 31 29 29 12 188
3) お茶・お花 10 92 24 35 27 188
4) 書道・絵画 9 90 29 34 26 188
5) 将棋・卓上ゲーム 21 21 96 22 28 188

音振動サークル系 6) 体操・室内運動 29 160 189
7) 歌・合唱 16 150 23 189
8) 楽器演奏 28 141 20 189
9) ダンス・民謡 18 152 19 189

     12) 懇親会 (食事 +お酒 ) 177 14 191
懇親会系

+
地域サービス系
(公共サービス系

+
生活サービス系 )

10) 居場所・茶話会 64 26 12 86 188
11) 懇親会 (食事のみ ) 102 53 16 18 189
13) 自治会 101 54 33 188
14) 地域支援 NPO 136 52 188
15) 行政出張所・窓口 125 33 29 187
16) 福祉相談窓口 107 80 187
17) 福祉利用室 108 51 30 187
18) 地域図書室 45 78 13 32 18 186
19) 診断所・医院 146 19 23 188
20) 郵便・宅配受付 153 34 187
21) 銀行 ATM 160 11 16 187
22) 日用品・食料品販売 166 22 188
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通教室との位置関係」を考慮することで校舎内での

共存を可能と想定していることが明らかとなった。
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